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  ”中国で「食」を巡る狂騒曲が相次ぐ “ 

 

「民は食を以て天と為す（民以食為天）」という中国の諺があ

る。日々の食事が重要な意味合いを持つ中国で「食」を巡る狂

騒曲が相次いだ。今年8月、中国のSNSに投稿された数々の大

食い（大胃王）動画に端を発した食べ物への粗末な扱いが「消

費の誤解を招き、深刻な食糧浪費がみられる」として国営テレビ

CCTVが取り上げたほか、習近平国家主席が「食品の浪費が深刻

で、心が痛む」と言及した。食料浪費の撲滅を巡り、国のトップに

よる「重要指示」として発せられたことから、国中の飲食店が総力

を挙げてフードロス運動に取り組んだ。「Nマイナス1」（人数マイ

ナス1 人分の注文）、「光盤行動」（皿を空にする行動）など食べ

残し防止に有効なキャンペーンもあるなか、「体重計注文」（体重

に見合う食事量の提供）や、食べ残しの量に応じて給仕にペナ

ルティを課す行き過ぎた対応を見せる飲食店も現れた。 

時を同じくして、中国マンションデベロッパー最大手の万科企

業（2202）が異業種の養豚事業に新規参入したことも株式市場

で憶測を呼んだ。同社株式の 3割を有する筆頭株主は深圳市

の政府系企業で、豚肉の安定供給を図る当局の意向が後押しし

たとみられる。食べ残し禁止運動およびデベロッパーの養豚業

参入も食糧安保への中国当局の危機感の表れの一環だろう。 
 

”食糧安保に危機感を持たせる中国 “ 

 

今夏、揚子江流域が19年ぶりの激甚洪水災害に見舞われた

なか、習主席が「食糧安保に危機感を持て」と強調し、食糧調達

が喫緊の課題として浮上。来年開始の第14次5ヵ年計画には大

型食糧倉庫の建設や食糧物流インフラ計画が盛り込まれる公算

だ。国家糧食・物資備蓄局によると、8月20日までの小麦累計買

取り量が4,663.6万トンと前年比約2割減の水準にとどまり、1-8月

の小麦輸入量が前年同期比約2.4倍の499万トンに上った。 

また、豚肉消費量が世界の4割を占める中国での豚肉価格が

高止まりしている。18年8月以降のアフリカ豚熱（ASF）の広がり

で、豚の飼育数（3.4億頭、6月時点）が2年前に比べ約17％減

少。国家統計局によると、温枝肉1キロあたりの価格が9月末の価

格は33.7元と2年前の2.5倍の水準に上昇。コロナ禍を背景に、

各国による食糧調達合戦も穀物相場を翻弄している。シカゴ小

麦の国際価格が約5年ぶりの高値となったほか、大豆も約2年ぶ

りの高値圏にある。3大穀物（米、小麦、トウモロコシ）の自給自足

体制を目指す中国には難問が山積していると言えよう。 

小麦、大豆、トウモロコシの国際先物価格推移（シカゴ） 

 
 出所：Bloomberg データをもとにフィリップ証券作成 

”中国でスマート農業が急拡大“ 
 

食糧安保の切り札として注目されるのがスマート農業の拡大だ。

スマート農業とは、5G、ロボット技術、情報通信技術（ICT）などの先

端技術を活用し、超省力化や生産物の品質向上を可能にする新

たな農業のこと。調査会社の前瞻（セン）産業研究院のまとめによ

ると、2015-2020 年のスマート農業市場の年平均成長率が 14.3％

に達し、2020 年の潜在市場規模が 267.6 億元に上った。 

 

2015-2020年 中国スマート農業潜在市場規模の推移 

 
          出所：前瞻産業研究院資料よりフィリップ証券作成 

 

 異業種による養豚業参入の先陣を切ったのは中国IT大手だっ

た。ネットイース（9999）が2009年に養豚事業に参入し、ICTを活用

し、環境に配慮した同社の「ブランド豚」が定評を得ている。Eコマ

ース大手のアリババ集団（9988）やJDドットコム（JD）も2018年に相

次いでICTとAIを駆使した「精密養豚」に参入。1万軒以上に上る従

来の養豚農家は飼料大手大北農の子会社が手掛ける養豚サービ

ス「豚ネット」で効率経営を進めている。「豚ネット」とは、ICTとビッグ

データを活かした養豚に必要な情報サービスをワンストップで提供

するプラットフォームのことだ。 

スマート農業と言えば、まず思い浮かぶのはドローンのことだろ

う。従来の農薬散布作業は、重い噴霧器を背負って１日がかりで

歩いて散布しても散布面積は 0.6 ヘクタール前後が限界であると

ころ、ドローンなら僅か 15分で作業を終えることができる。中国の

コントラクター（請負業者）が作付け面積に応じてドローンによる農

薬散布サービスを展開。中国ドローンメーカーの XAG社は日本に

も農薬散布サービスを進出している。中国の耕作風景は自動運転

トラクター、レーザーグレーダーなどの活用で様変わりしている。 
 

”E コマース大手も揃ってスマート農業を支援“ 

 

アリババは 2018年、農業向け AI プラットフォーム「ET農業ブレ

ーン」を立ち上げた。「ET農業ブレーン」とは、養豚、作物の育成

などをリアルタイムでモニタリングし、必要に応じて改善策を提供

するクラウド型ソリューション。養豚、果樹、野菜などの農家で幅広

く導入している。また、コロナ禍最中の 4月に「春雷計画 2020」を

実施。中小企業 30 万社とアリババが手掛ける ECサイト「農村タオ

バオ」と連携させ、8億 2,000 万個の農産物を販売した。ECサイト

大手のピンドゥオドゥオ（PDD）も農産物直売を今後の成長戦略とし

て描いている。スマート農業の拡大に伴う農村部の所得向上、消

費力上昇が中国の消費主導経済の成長エンジンとなろう。 
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